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はじめに 

われわれ専門委員は、川崎市が本事件の再発防止策等を検討するに当たり、外

部有識者会議等において、事件の検証や再発防止策の検討を行ってきた。本事件

について、時をさかのぼり、被害少年の死を食い止めることはできないが、子ど

もたちを被害者にも加害者にもしないために、学校は、川崎市は何ができたのか。

有識者として検証に加わった私たちは、そのことを考え続けた。

もちろん、私たちが前提とすることができた「情報」には、様々な形での限界

があった。当時そのような視点がなかったために収集されなかった情報、時間の

関係等で十分に参照できなかった情報など、検証の前提となる情報に一定の制約

が存在することは、「検証」がもつ宿命とはいえ、もどかしさを感じたことも少な

からずあった。しかし、私たちは、自分たちが目にすることができた情報を前提

として、それぞれができたであろうことを考え続けた。

私たちは、抽象的に「すべきこと」を考えたわけではない。一定の情報をもと

にして、それぞれの関係諸機関が「できたであろうこと」は何かを検討してきた。

そして、それができなかった理由も同時に考えた。

私たちは、子どもに安心できる安全な居場所がなかったことが、今回の事件の

大きな要因の一つだと考えた。非行少年となった加害少年たちも、死亡した被害

少年も、家庭や学校という子どもにとって基本的な、安心・安全な居場所が何ら

かの理由によって奪われた子どもたちであり、こうした子どもたちが、自らの居

場所を自分の手で探し、形成し、維持し続けようとしたことが今回の事件の背景

にあるように思われる。

子どもの居場所を確保し続けること、子どもの状況を理解・把握し寄り添うこ

とは、おとなに課された役割であり、義務である。事件が起こるのは、それぞれ

の必要な義務が果たされなかった時である。そして、今回の事件も、学校や行政

が必要な支援を行えたのに行わなかったために起きたとも言える。

加害少年たちは、司法制度によって彼ら自身の責任を追及される。しかし、司

法制度は、家庭や学校や行政にどのような責任があるのかを教えてはくれない。

そのため、それぞれは自らの責任を自ら検証する義務を負う。今回の検証は、本

来は数多くなされるべきそうした検証の一つに過ぎない。

私たちは市の検証報告を補い、二度とこのような事件が起きないことを願って、

われわれの責任として提言を別冊の形式で公表するものである。

最後に、被害少年のご冥福をお祈りするとともに、加害少年が司法の判断を得

て更生の道に真摯に取り組むよう望みたい。
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専門委員及び外部有識者会議の位置付け 

 専門委員は、「普通地方公共団体の長の委託を受け、その権限に属する事務に関

し必要な事項を調査する。（地方自治法第１７４条第３項）」とされており、本来的

には各委員が個別に調査研究を行うものである。 

しかしながら、今回の事案に際しては、各分野の委員同士で多角的な幅広い議論

を行うため、行政の検証委員会や庁内対策会議における報告書の取りまとめに向け

て、専門委員が一堂に会した計４回の外部有識者会議（附属機関等の合議制の会議

体ではない。）において市関係者に対するヒアリングを行うなどして、各々の専門

的見地から検討・協議を重ねた。 

本提言の構成 

各委員の個別の検討や外部有識者会議における協議等に基づいて、市は庁内対策

会議報告書の内容に適宜反映させたが、具体的な各委員の意見については、その主

なものを庁内対策会議報告書の構成に準拠するなどして分類・整理し、各委員から

の「個別意見（外部有識者会議における意見については、何回目の会議かを文末に

記載）」と、委員全体の共通した見解として特記した「意見のポイント」としてま

とめている。 

また、各委員のそれぞれの専門領域からの視点に基づく見解を、巻末に掲載し

たところである。 
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１ 「Ⅰ 事実関係の把握」等について

【意見のポイント】

○ 必要な個人情報については、この会議の中では取り扱うが、そのことを取り上

げて提言することには限界があるので、再発防止策を策定するに当たっては一

般論として記述していき、関係者のみならず市民にも伝えたい。 

○ 情報が限られるなどの制約はあるが、加害少年の情報とそれに基づく再発防止

に向けた市側の対応策等についても、有識者会議の場で一定の議論を進めた。

【個別意見】 

○ 再犯防止策の検討にあたっては、加害少年がどのような生育のプロセスの中

で、このような事件に至ってしまったかを整理していかないと効果的な防止

策を考えるのは難しいと考える。（第１回） 

○ 学校の対応は時系列で記載されているが、その際の被害少年の様子の変化等

にも踏み込んで検証すべきである。（第２回） 

○ 「本事案に対する基本的な考え方」において、文部科学省の分類での「あそ

び・非行型」不登校と捉えているが、可能な限り被害少年が何故学校に行き

たくなくなってきたか、行けなくなったのかの考察ができるとよい。（第２回） 

○ 検証内容は、関係機関の情報共有や部署内での研修などで、有効に活用して

ほしい。（第４回） 
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２ 「Ⅱ 検証と考察」等について 

【意見のポイント】

○ 学校・福祉・地域等が、どの時点でどのように関わればよかったかという観点

からの十分な調査・検討が必要である。 

○ ある時点から学校だけでは担い切れない課題があり、児童相談所等を巻き込む

など、福祉部門とも一緒に対応することが望ましいケースであった。 

○ 教師は、子どもが毎日学校に来てさえいれば問題がないというところに留まら

ず、感性をより高めて、問題行動からその背景を知ろうとする福祉的な視点を

もって対応する必要がある。 

○ 個別ケースにより対応は異なるが、子どもたちに実際に会いに行ってつながろ

うとすることが大事である。 

○ 関係部署がそれぞれ断片的な情報を持っていたが、相互理解が足りずにお互い

に情報を共有できない状態であった。関係機関がどの場面で主体的に関わるこ

とができたのかを振り返ることが大切である。 

○ 犯罪抑止に向けて、未成年の飲酒や危険な場所をなくしていくためにも、地域

の協力を得て、何らかの対策を打つことも重要な視点である。

【個別意見】 

《総合的事項等》 

○ この事件がなぜ起こってしまったのかについては、様々な遠因や直接的な要

因を発見することができるかもしれないが、時間的な制約等もあり、加害・

被害少年を取り巻くいろいろなセーフティーネットや、大人たちは何か気づ

けなかったのかなどを中心に検証する必要がある。（第１回） 

○ 様々な大人たちが情報を持っていたのに、被害少年の状況を十分に受け止め

られず、結果的に行動できていない。（第１回） 

○ 加害少年が何故この事件に至ってしまったかということについて、有効な対

策を検討するためには、推論になるのはやむを得ないものの、もう少し踏み

込んだ加害少年についての分析が必要である。（第２回） 

○ 加害をどう防ぐかについては、裁判も始まっていない段階では的確なコメン

トはできないと思う。被害をどう防ぎ、どのような支援ができたかという課

題になってくる。（第３回） 

○ 被害少年が抱える問題が周囲のおとなから見えにくかったということが問題

であり、その点を掘り下げて検討する必要がある。（第３回） 

○ このケースについては、それぞれ関係する部局がどう関わっていったらよい

かということの情報の共有化と今後の対策について協議すべきであった。 

（第３回） 
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○ 施設で保護することによって、不登校や非行の状況が変化する場合もあり、

子どもの生活の場を安定させることが非常に大事になってくる。子どもの居

場所は、学校と家庭が両輪で対応していかなければ子どもの問題は解決でき

ないと考える。（第４回） 

○ 子ども同士のつながりの薄さが気になっている。いじめの問題においても、

加害でも被害でもない子どもたちの多くは、本当に困った時に誰かに向き合

ってもらった体験がなく、役割だけで動いており、役割から外れかかった時

には、偽りのつながりを求めてしまう。被害者も、加害者に近寄りたかった

訳ではなく、たとえ偽りであったとしても少しでも受け入れてもらえるもの

を求めていたと思う。いじめというのは、偽りのつながりの中で起こってい

るので、それを止めるように言うことや、大人に言えば、つながりが全て壊

れてしまうことから、横にいる人間も「あの子いじめているよ」や「やめろ

よ」が言えない。そういった問題に大人がどう向き合うのか・寄り添うのか

が問われていると思う。このことは教員だけでなく地域も含んだ大人の責任

であり、学校教育・社会教育・福祉のそれぞれで問題がある。（第４回）

《検証委員会・視点① 児童生徒理解について》  

○ 被害少年が加害少年から暴力を受けたとされているのに、会い続けていたの

は何故かという点の議論が必要である。（第２回） 

○ 文部科学省の「あそび・非行型」不登校という分類は、できた当時とは状況

が違ってきている。最近は暴力行為が増えており行為が注目されがちだが、

多くはＰＴＳＤや解離性症状の傾向などの問題である。本件の問題も非行と

いうよりは感情コントロールの問題である。そのことを大人たちが分かって

おかないといけない。非行少年を単に捕まえればよい、福祉が関わればよい

というような単純な問題ではない。（第２回） 

○ 子どものＰＴＳＤの事例をみると、むしろ症状が出てくるのは落ちついてか

ら３カ月程度である。安定して見えるのは、心理の分野では決してよいこと

ではなく、順調に登校しているということだけで安心していてはいけない。

（第３回） 

○ 再発防止策ではチーム対応の根拠となる「生徒理解」の共有が大事だが、そ

れぞれの教師がどのように「生徒理解」をしていたのかについて十分に検証

すべきである。（第２回） 

○ 教育委員会の再発防止策で「生徒理解」が必要であるとしているが、具体的

な生徒理解の方法についていろいろな角度から丁寧に分析すべきである。 

（第２回） 
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○ 子どもとつながることができる大人がおり、「心配している」という姿勢を明

確にすれば、単に「探している」ということではなく、「何々先生が心配して

いるよ」とポジティブな意味で本人に伝えてくれる子どもが出てきたかも知

れない。また、この問題について、子どもの方から教師が相談を受けられた

かもしれない。（第１回） 

○ 子どもたちの交友関係が、ＬＩＮＥでのつながりというような見えにくい状

況になっている中で、入学当初からの各段階において、些細な変化でも教師

が想像力を膨らませ起こり得る事態を予測し、対応していくきっかけにでき

ればよかった。（第１回） 

《検証委員会・視点②保護者・家庭・地域との連携について》 

○ 福祉の世界では、子どもに直接会うということが基本であるが、不登校に対

しては、あまり登校刺激を与えないという考え方もある。この事件は見定め

が難しいケースではあるが、その区分けができていたかどうかや、どこまで

踏み込めたかを検証する必要がある。（第１回） 

《検証委員会・視点③ 校内体制について》 

○ 職員へのアンケートで「校内体制」が十分であるかの判断は、職員の主観で

はなく客観的な指標をもとにしなければならない。どのような校内体制が現

在あるのかを検証した上で、不十分な場合には、何を足さなければいけない

のかを考えていく必要がある。（第１回） 

○ 不登校の子どもたちに何らかのアプローチをするときに、「見守り」というだ

けでは効かない部分がある。学校の要請等がなくてもソーシャルワーカー等

が入っていくような福祉的な視点で対応する仕組みが必要であったかもしれ

ない。（第１回） 

○ 学校内で情報共有はされていたとのことだが、どう取り組んでいたかという

組織的な対応が見えない。その後の対応こそが重要である。（第２回） 

○ 被害生徒に関わった教員間で認識に差がある。どういう教員集団をつくれば

問題解決のためのチームとして機能するかという点も検討すべきである。 

（第２回） 

《検証委員会・視点④ 学校・教育委員会・関係機関（関係局）相互の連携につい

て》 

○ 学校と福祉部門が連携し、横串を通す必要があった。（第２回） 

○ 福祉部門との連携のために学校は何をしたらよかったか、福祉部門はどこか

らどのような情報が来れば対応できたのかという検証が必要である。（第１回） 
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○ 福祉部署との連携の中で、スクールソーシャルワーカーについては、今後の

配置方針や雇用の継続性など、さまざまな課題を検討していく必要がある。

（第２回） 

○ 本事案に対する福祉部門との連携がどのように行われていたかを明らかにす

るなど、このケースから何を学ぶかについて、より具体的に検証する必要が

ある。（第２回） 

○ 各段階において、警察等の関係機関との連携を図るチャンスは何度かあった

と考える。（第２回） 

○ 被害少年を取り巻く家庭・学校・地域の状況変化など、多くの場で気づきの

機会があったが、問題意識が十分高くなかったり、情報等の抱え込みや関与

を他機関にまかせてしまうなど、連携した支援のスタートを切ることができ

なかった。 

《検証委員会・視点⑤ 生命尊重・人権尊重教育について》 

○ 川崎市ではオリジナルな生命尊重・人権尊重教育「かわさき共生*共育プログ

ラム」を行っており、今後一層効果的に進めるとよい。その中で、この度の

事件を 1 つの契機として、仲間が困っていることや命に関わる情報を大人に

「知らせること」は、いわゆる「チクリ」ではなく「友だちを救うこと」と

いう理解を深めてほしい。それを「チクリ」だということがむしろ恥ずかし

いことだと認識し、子どもたちが自信をもって安心して友だちを救えるよう

なオリジナルプログラム、指導案の開発が必要である。また、学習を通して

教師と子どもが信頼関係を構築し、一緒に立ち向かう姿勢を示していくこと

が大事だ。 

《検証委員会・全市的な取組のその他の検証項目》 

○ 不登校のデータと長期欠席のデータは両方示すべきである。「不登校」と見る

とある種のバイアスが入るが、「年間30日以上の欠席者」と見たときに、どの

ような理由の欠席でも、たとえ、病気の子にも会いに行こうという話に初め

てなり、教師と子どもの結びつきが違っていく。（第１回） 

○ 「不登校対策」については、「ゆうゆう広場」のみならず、相談指導学級やＮ

ＰＯ等の取組も記述した方がよい。（第２回） 

○ 不登校対策については、学校の中に子どもの居場所をつくる、通いたくなる

ような場所にすることが大事であるということが、学校の取組にあったほう

がよい。（第４回） 
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《市関係部局に関する課題について》 

○ 被害・加害少年が住んでいた地域について、地域住民の結びつきや相互支援

の状況などを議論するような柱があってもよい。（第１回） 

○ 夜の街で出会う家に居場所がない子どもたちは、漫画喫茶やネットカフェ、

あるいは自分のことをわかってくれる（と感じる）仲間の家や、彼らを取り

込もうとする優しい大人のところに行ってしまい、女の子などは二次的被害

に遭うことも多い。そういう子どもたちにとっては、昼間の健全な居場所を

幾らつくっても、彼らの居場所にはならない。夜間のパトロールでも、大人

がそのような子どもたちに声をかけ、本当に困っている子どもを見つけ、例

えば児童相談所に連絡して泊まる手配をするなどの手だてが確保されるので

あれば、大変有用である。（第３回） 

○ 非行、犯罪化する子どもは、根底に虐待の経験を持つ場合があり、そのため

に家に戻れないということもある。「要保護児童対策地域協議会（以下、要対

協）」の取扱い児童数が急増しているのは、潜在化していたものが顕在化した

のか、背景があって増えたのか。区によって傾向が明らかに異なるのは、何

らかの原因や背景があると考えられ対応が必要である。（第３回） 
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３ 「Ⅲ 再発防止策に関して」等について 

【意見のポイント】

○ 子どもにとっては、家庭、学校、地域それぞれが「居場所」（癒しを与え、成

長発達をうながし、人間関係を作り出す環境）となる必要がある。被害少年や

加害少年の家庭が必要に応じた養育を十分担えるような社会的支援が提供さ

れる必要があった。学校は、子どもにとって重要な学習、生活環境を提供する。

特に被害少年の欠席が多くなるなかで、学校環境（教員との関係やクラスメイ

ト、先輩・後輩との関係）が変化していないか点検するとともに、相談できる

体制作りも必要であった。地域でも子どもが寄り集う場所が複数あり、そこで

の子どもの相互交流が子どもにとっての居場所となることができる。こども文

化センターの力量を高めるとともに、子ども夢パークのような全市的な施設へ

のさらなる充実に向けた行政支援も求められる。 

○ 被害少年の居場所がどこかにあれば、加害少年グループには近づかなかったか

も知れないことから、そういう居場所づくりが今後必要になってくる。 

○ 大人は、それぞれの場所で、子どもの言葉による、あるいは言葉によらないＳ

ＯＳを受けとめていく大切さを認識し、抱え込まずに、家庭も含めた全体的な

ネットワークで支援を考えていく必要がある。 

○ 教育委員会事務局及び市長事務部局など、行政の機関間の役割分担が十分では

なく、どのように連携していくかについて、横串を通すような検討が必要であ

る。 

○ 要対協を機能させるための構成等を検討し、機能強化を図るべきである。

○ 安全安心なまちづくりとして、子どもに関する団体等で熱心に活動する方だけ

でなく、まち全体で子どもを見守る意識や関心を高める視点が必要である。

○ 「子どもの居場所」に関わる大人には、意識改革によって子どもの変化を捉え、

適切な組織に必要な情報をつなげるスキルを身につけてほしい。 

○ 報告書をまとめる作業が終わりでなく、ここで考えていることを実行に移して

いく、すでに取り組んでいるものは、それを継続していくことが大事である。

また、ここに書かれていることを教育・福祉部門のそれぞれが正しく理解する

ということも非常に大事であり、市民にも理解してもらうようにできるのが理

想である。その意味では、部局横断的な連絡調整機能はとても大事なことで、

報告書に継続的に進捗管理していくと記載されていることは非常によいこと

だと思う。 
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【個別意見】 

《総合的事項等》 

○ 連携して機能的に動ける仕組みが必要である。野球型のシステムでは、自分

のフィールド範囲を自分の中で決めてしまったときに、お見合いをしてしま

うことが課題となる。非行や不登校などの課題では、お互いがうまくバック

アップできるようなサッカー型の組織論のあり方を考える必要がある。 

（第３回） 

○ 一定の検証はなされているが、再発防止のビジョンをより明確にし、明示す

る必要がある。再発防止策は総花的にならざるを得ないが、「居場所」や「監

視ではなく見守り」をキーワードにした上で、子どもの問題解決のために多

くの経路が開かれ、それらがつながっているというイメージで再発防止先の

ための絵を描くようにすればよいのではないか。（第３回） 

○ 報告書全体のトーンが、問題のある子にレッテルを張ることで「気づき」が

あると誤解されるおそれがあり、その子らを監視や排除できるようにするも

のと受け取られては心外である。それは困難を抱えた子どもたちを大人から

より見えなくさせる。例えば、大人からの被害を防ぐパトロールならよいが、

単に「パトロールの強化」などと書いてあると、誤解を受ける可能性がある。

家に帰れない子どもに「家に帰れ」などと言うことは、全くの逆効果である。

（第３回） 

○ 報告書には、川崎市が今回の事件を受けて持った思いのようなものをもう少

し出した方がよい。監視するのではない、子どもにやさしいまちをつくると

いうようなパッションや方針を語ってほしい。（第３回） 

○ 子どもとともに「歩む」という川崎市の伝統を踏まえ、排除や、予防的に犯

罪を起こさせないような監視ということではなく、大人からの被害を防ぎ、

子どもを守るパトロールとするなど、そういうものが行間からも読み取れる

ような構成にしてほしい。（第３回） 

○ 予防には、未然防止・早期発見・早期対応がある。本当の予防を考えると、

不登校で言えば、学校の居心地をどれだけ良くできるかだと考える必要があ

る。報告書で早期発見が中心となっているのは、やむを得ないことだが、理

想をいえば、未然防止も含めた書き込みがあるとよい。（第４回） 

○ 川崎は、「子どもの権利委員会」を持っている。引き続き同委員会で検証作業

を続けてもらいたい。（第４回）

○ これから子どもを見守るシステムをつくっていくことになると思うが、民間

も含めた人材育成が重要となるので、研修等をしっかりやっていくというこ

とと、その人たちがきちんと仕事をしていける環境をつくってほしい。

（第４回）
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○ 今後、様々な対策を進めて行くにあたり、具体的で確実に子どもの手に届く、

子ども目線の対策を実行し、評価しながら継続していくことが大事である。

相談機関の子どもへの周知にしても、「チラシを配る」という量的方法から質

的充実を図り、例えば学級で相談窓口に行ってみる、電話するシミュレーシ

ョンを行う、といった具体的な方法で行うことで、子どもに信頼と安心感を

もってもらう必要があると考える。

《教育委員会の取組》 

○ 限られた情報の中で未然防止は難しいので、二次的予防、早期発見するため

に何が必要で、どう対応するかが大事である。（第１回） 

○ いじめ防止対策推進法に基づくアンケートにおいて、いじめには当たらない

学外の行為も含めて、２カ月程度の対象期間に、いじめや悪口などの問題の

ある行動を受けた（見た）頻度を無記名で調査してはどうか。相談カードを

同封して、相談を求める子どもへは対応も案内するが、加えていじめの傍観

や観察の有無を調べることにより未然防止が図れるのではないか。また、学

校は指導要録を保存する５年間は、卒業生の相談に応じることとしてもよい

のではないか。このように相談できるチャンネルを増やし、確実に専門家へ

つなぐシステムが必要である。（第３回） 

○ 不登校対策の中で、「再登校へ向けた支援」と「新たな不登校を生まない取組」

とあるが、誤解を生じないよう、「社会的自立に向けた支援」とすべきと考え

る。（第４回）

○ 従来の不登校に加え、長期欠席傾向のある子を支援対象としていく考えはよ

いと思う。（第４回） 

《学校に求める取組》 

○ 「生徒理解」で、「内面に寄り添い、受容的な姿勢で積極的に関わっていくこ

と」が具体的にどういうことなのか、新人教員にもわかるようにしておかな

いといけない。また、「共通理解」と言うとき、情報の共有は大事であるが、

サッカーチームのように、大きな方針を共有した上で、自律的に動くメンバ

ーが、各自が子どもにどう関わればよいかを考えながら、連携して動いてい

くことが本来の「共通理解」に基づく対応である。（第１回） 

○ 今後、加害者・被害者を出さないためには、子どもたちは何か問題を抱えて

いるからこそ問題行動に出るということを認識することが大切である。関係

者の間で、問題行動の背景を知ろうとする文化を醸成することが、問題の早

期発見につながる。子どもの問題行動を「非行」と評価し、アプローチする

視点は、なぜ子どもがそのような問題行動を行ったのかの背景を探ることに
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つながる大切な視点である。（第２回） 

○ 家庭訪問が重要であるが、教師にそこまでの余裕がない中でバックアップ体

制も検討する必要がある。（第２回） 

《保健・福祉領域の取組》 

○ 教育と福祉の間でお互いがよく見えていない。「学校警察連絡協議会（学警連）」

は情報交流の場であり、個別ケースを扱うのであれば要対協の方が動けると

いうことを、学校も理解して必要に応じて活用すべきである。（第２回） 

○ 一般に、学校などの教育分野と児童相談所などの福祉分野では、お互いに情

報提供だけを迫り、必要な情報の共有は十分ではない事例が多いと聞く。再

発防止に向けては、法的に個人情報を共有できる要対協の組織づくりと機能

強化を図っていく必要がある。（第３回） 

○ 要対協はいろいろ活用できる組織だが、リスク判断とか、正しい情報分析が

できるよう、スーパーバイザー的な人員の投入が大事である。（第３回） 

《児童相談所の取組》 

○ 法改正により、少年鑑別所は、本年６月から家庭裁判所のみならず、教育・

福祉機関等からも相談を受け付けられるようになり、場合によっては援助も

してもらえることになったので活用すべきである。（第２回） 

○ 子どもに問題などがみられる時、児童養護施設等に入所させる方が子どもの

命を守ることもあるように、矯正施設等を退所後の少年を再犯させないため

に、彼らを見守る専門的な目がそばに必要である。 

《青少年健全育成事業における取組》 

○ 自尊感情、自己肯定感を育めるよう、地域の中で社会参加できる場というも

のは非常に大事である。（第１回） 

○ 「子どもの居場所のあり方の検討」と「青少年の社会参加の促進」について、

しっかり打ち出すことがこの会議の大きな意味だろう。市は高校進学に向け

た生活保護世帯の学習支援等は行っているが、高校の中退防止にも注力すべ

きであり、公立高校の中にＮＰＯが入って学習支援や居場所づくりなどの先

進的な取組が展開されていることにも着目してほしい。ボランティアの力が

根づいている本市では、人材をネットワーク化するコーディネーターを置き、

監視カメラでなく地域の人々によって子どもを見守る提案が入ってきたほう

がよい。（第３回） 
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○ 「（仮称）川崎市子ども・若者プラン」を策定するとしているが、そこでのア

クションプランに基づき連携機能を具体化していく予定だと思う。それがこ

れからの政策の核になると思うが、そのことが庁内ネットワークのイメージ

図からは見えにくい。報告書の中に、「アクションプランを中心として」とい

う文言と、大人が子どもとどう関わるのかを記載する必要があると考える。

（第４回） 

《子どもの相談機関における取組》 

○ 国や市などが用意した多くの相談機関があるが、子どもにとっては施設窓口

まで物理的、心理的距離がある。子どもに身近な携帯電話やスマホなどで連

絡できるアプリの開発などができないか。各相談窓口へ様々なツールからア

クセス可能にする必要があると考える。 

《地域の安全・安心まちづくり》 

○ 犯罪抑止に向けては、予兆や前兆に気づく人の目や意識を高める必要がある。

飲酒の問題への対応を含め、犯罪が起こりにくいまちにしていくためにも、

地域の協力を得て、まちづくりの視点も盛り込んでほしい。（第２回） 

○ 全体的に地域にかかわる部分が少ないと感じる。団体に関わっている人だけ

でなく、一般の市民が関われる対策も必要と考える。

安全・安心のまちづくりに、地域住民の理解や非行少年を排除しない地域づ

くりなどを加える必要があると考える。（第４回） 

○ 安全・安心なまちづくりにおける防犯灯や防犯カメラは、対策のひとつであ

る。大事なのは「人づくり（大人はどのような思いで、子どもをどんな市民

に育ていくのか）」を視野に入れたまちづくり活動である。 

《子どもの居場所のあり方の検討》 

○ 地域における居場所として、こども文化センターが果たす役割は大きいと考

える。（第１回） 

○ 加害少年を含めて、ＳＮＳ等のつながりに逃げて行ってしまう子どもたちが、

生身で関われる中高生の居場所を考える必要がある。その点で、こども文化

センターの存在は様々な可能性を持っていると考える。（第２回） 

○ 中学校区に１カ所設置されており、地域の拠点となりうるこども文化センタ

ーを、敷居の低い駆け込み寺のように使えないものか。（第３回） 
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○ 報告書の全体のトーンの中に「子どもの居場所」というものをもう少ししっ

かりと書き込む必要があるのではないか。子どもはわかりやすい言葉でＳＯ

Ｓは出してくれないため、大人が気づいて関わっていくしかない。子どもは、

逸脱行為をしながら「自分を見て」という試し行動を繰り返すことから、排

除するのではなく、関わり続けることが「子どもの居場所」には求められて

いる。（第３回） 

○ こども文化センターは、健全な子どもたちの集まる「居場所」であり、この

場所で逸脱行動をとる子どもたちまで対応しなければらないとするならば、

運営上の課題として検討しなければならないのではと考える。（第３回） 

○ 内閣府に要保護児童生徒を支援する理想的なプランとして、子どもたちが集

える場所をつくり、力のある常勤職員に加えボランティアを大勢配置し、週

に一回、専門性の高い要保護関連の委員が出向いて補佐し、月に一回程度会

議を開くような形を理想として提示したことがある。その際、教育委員会事

務局ではなく、市長部局が全部を統括して眺める形にしないと機能しない。

社会教育関連だからと校長ＯＢを置くのみでは、力のあるスタッフも育たず、

専門家が巡回する形はせめて必要ではないだろうか。（第３回） 

○ 居場所としての公園の記述は不十分である。横浜市では冒険遊び場的なもの

を20カ所以上置き、民間の中間支援組織に市が資金を提供し、運営している。

地域の公園をプレーパークにし、常駐のプレーリーダーの人件費を市が負担

することによって、子どもがたまりやすく、大人と関われる場所にしている。

本市は日本で唯一、ＵＮＩＣＥＦ（ユニセフ）で「子どもにやさしいまち」

と認められ、子どもの権利条約をベースに、子どもが参加するまちづくりを

進めるとしながら、報告書は子どもにやさしくないまちの提案となっている。

子どもの権利条例の象徴的な居場所の具現化としてつくった子ども夢パーク

も居場所というところできちんと記載して、今後、こども文化センターの研

修と、夢パークで取り扱う研修をクロスするなどの取組が求められているの

ではないか。（第３回） 

○ この事件を受け、子どもとのかかわり方をおとなたちが変えていく際、その

中心となるものは「居場所」である。それは監視される場所ではなく、ただ、

ぼうっとしたり、何をしていてもよい、そこにいてよい場所である。居場所

がない子どもを受け入れる暴力のない安心・安全な場所が提供できれば、行

政がそれ以上何かしようとしなくとも、子ども自らの育っていく力、可能性

が期待できるのではないか。（第３回） 

○ 相対的貧困率が16％を超え、今や子どもに夕食を無償提供する対応さえ求め

られる状況になりつつあり、そのような場が作れれば、居場所ともなり得る

だろう。（第３回） 
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○ 加害者もかつては被害者だったということがどのケースにもあてはまる。加

害者になってしまった彼らに居場所はなかったのか、子どもにやさしいまち

として相応しい子どもたちの居場所についての記述が少ないと感じる。

（第４回）

○ 子どもたちがもっと学校運営にも、地域・まちづくりにも積極的に参加でき

る仕組み、子どもたちの持っている力を大人たちが信じられる社会を目指す

という、理念的なものを書き込むことと、子どもたちにどう寄り添っていく

のか、どう居場所を作っていくのか、そこにＮＰＯの活用などがあるといい

と思う。（第４回）

○ シェルターが一杯になっていると言われている状況の中で、子ども食堂のよ

うなものは必要と考える。空き家などを活用して、ご飯を食べられない孤立

した子どもたちが、地域の幅広い世代の人々とご飯を食べる場所があれば、

その時に異変に気付いて、支援に繋げていくということができると思う。 

（第４回） 

《警察との連携の推進》 

○ 子どもは、様々な理由から家庭や学校での居心地が悪くなると、街に出てい

き徘徊するようになる。逸脱行動を取り始めた子どもたちに初期の段階で関

わるのが地域警察官であり、少年相談・保護センター等に適切につなぐこと

によって、専門的な相談・支援を行うことができる。子どもたちが学校外で

どのような仲間と、どのようなことをしているかの情報や手だてがわからな

くなったときには、学校等が早い段階で警察と連携して対応することにより、

子どもたちが立ち直るチャンスになると考える。 

《子どもの安全・安心に関わる部局横断的な連絡調整機能の設置》 

○ 今後、庁内の縦割りを越えて、不登校から引きこもり、そのあとの就労支援

までを視野に入れた、子ども・若者に特化した組織機能をイメージしている

と思うが、ネットワーク図だと区役所が直接かかわるように見えて、そのあ

たりが見えにくくなってしまっている。（第４回） 

○ 本文中でも、例えば長期欠席児童を把握した後、誰がどんなことをするのか

がわかりづらい。各部署がどのような状況把握をしているかなどを基礎情報

として集めて、何が学校に来られなくしているのか、それが非行なのか、家

庭の事情なのかというようなことを、すぐに把握する体制を取るということ

が重要であり、この部分をきちんと見せられるとよい。（第４回） 
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○ １人の子どもに対して、市レベルでの日常的な共有は難しいので、区レベル

で情報共有を担保する必要がある。ネットワーク図だと、市全体に上がって

こないと動けないように見えてしまう。（第４回） 

○ 内閣府で子ども・若者支援法ができた時に、この問題の時にはこの機関につ

なぐ、という双六のような子どもの流れ図を作ったことがある。そのような

ものがあるとイメージしやすいのでは。（第４回） 
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４ その他

【意見のポイント】

○ 今後の同様事案への対応に向けて、子どもや教師に対する調査のあり方、ケア

のあり方を検討すべきである。

【個別意見】 

《メンタルケアについて》

○ 将来的なメンタルケアの観点からも早い段階でアンケート調査のような形で

一斉に子どもの声を拾うことも、今後の検討課題となる。（第１回） 

○ 教師へのより踏み込んだ聞き取り調査は、ケアの観点から本人のサポートに

もなりうる。（第２回） 

○ 今後、検証を行う際には、調査に入る人とケアする人とを分けた方がよい。

（第２回） 

○ ケアの観点からも、子ども自身が何を感じ、どう受け止めたのか、声を出し

やすい仕組みなどの環境整備が必要である。（第２回） 

《高校における生徒指導・支援について》 

○ 子どもを被害者にも加害者にもしない観点から、高校での生徒指導・支援の

あり方の検討が必要だ。特に、定時制は個人的あるいは家庭的な事情などか

ら選択されるケースが見られ、学校や担任がチームで卒業まで伴走する具体

的な体制が必要である。 
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おわりに 

  われわれ専門委員は、外部有識者会議において各分野の委員同士で多角的な

幅広い議論を行うなどして本提言をまとめたが、全体を振り返って、各々の専

門領域からの視点に基づく見解を記載する。 
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再発防止は市民と共に 

影山 秀人 

本件においては、被害少年も加害少年らも、本件発生前には、問題生

徒等として日頃から「マーク」されていたものではなかったように思わ

れる。このような、いわば「ノーマーク」の少年たちの間で、本件のよ

うな社会的に耳目を集める事件が起こったのである。 

 私たち大人は、いったい何ができたのかといった観点で本件を振り返

ってみると、少年たちの変化やその置かれた状況に、様々な大人たちが

気付き、支援の手を差し伸べるチャンスがいくつもあったことに気付か

される。子どもにかかわる大人たちが、感度良く、少年たちに接してい

れば、本件は未然に防ぐこともできたかもしれないと思わされる。子ど

もたちは、短期間の間に様々な状況の変化をしがちなので、子どもにか

かわる大人たちは、自らの感度とスキルを常に向上させなければならず、

「ノーマーク」の子どもなどは、本来はいてはいけないのではないかと

考える。 

今回、川崎市は全庁あげて、本件の検証と考察、そして今後の改善策

を検討した。その真摯な姿勢に敬意を表する。これは、結果論から悪者

探しをするというのではなく、私たち大人がこうした本件のような少年

たちに何ができるのか、またすべきなのかを見つけ出し、それを具体的

に実行に移していくべき作業でなければいけないと思う。 

庁内対策会議報告書の再発防止策は多岐にわたるが、この中で、①教

育委員会が、長期欠席の可能性がある全ての児童生徒への対応を含めた

包括的な不登校対策をしようとしていること、②学校において、緊急支

援チーム等の編成など状況に応じた柔軟で組織的な対応を促進するこ

と、③要保護児童対策地域協議会の役割・機能の充実・強化をはかるこ

と、④児童相談所の非行相談等を充実させること、⑤子どもの居場所の

充実を検討していくこと、⑥子ども・子育て施策を総合的に推進するこ

ども本部に部局横断的な連絡調整機能を設置すること、等は、とりわけ

重要な施策と思われる。報告書に提言された再発防止策を真に実のある

ものとしていくため、各部局はそれぞれアクションプログラムを策定し、

毎年度末には、その進捗状況を市長及び議会に報告するなどして、市民

にも分かりやすい形で、市民と共に再発防止への取り組みをしていけた

らよいのではないかと考える。 
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自分たちが変わり続けることによってとる責任 

後藤 弘子 

 子どもは、生まれる社会や家庭を選ぶことができない。しかし、生ま

れた以上は、その場で生きていかなければならない。子どもができる選

択は、そもそもとても限られている。また、子どもは、自分のつらさや

苦しさをおとなにもわかる言葉で、ストレートに表すことなどほとんど

ない。つらくても笑ってやり過ごしたり、何でもないふりをすることは、

子どもがプライドを保つために必要な行為でもある。また、子どもは、

自分にとって安心安全な場所でなければ、そのつらさを言葉で語ること

はできない。そのつらさを言葉で語れないとき、それは行動として表れ

る。そして、その行動は多くの場合、「問題行動」として表現され、多

くの場合、その問題行動は直さなければならないものとして扱われる。 

とりわけ、学校現場においては、問題行動は、指導されるべきもので

あり、問題行動を子どもたちが抱えている問題を明らかにして、支援に

つなげていくべきものだという視点が決定的に欠けている。報告書では、

「生徒理解」や「生徒指導」という言葉を捉えなおそうという努力はう

かがわれる。しかし、従来の手垢にまみれた言葉を使い続けることは、

それなりの制度的担保がなければ、簡単に従来の枠組みにからめとられ

てしまう危険を阻止できない。報告書が言う、これまでとは異なる「正

しい子どもの問題行動理解」に基づいた「生徒指導体制」は一体どのよ

うなものになっているのだろうか。これから構築されるであろう新しい

体制がどのようなものかをしっかりと見守っていきたい。 

 今回の報告書で川崎市は、従来からある制度や関係者の連携を強化す

ることで、事件の再発を防止できると考えているようである。けれども、

具体的にこれまでの連携と具体的に何が異なるのかについては、残念な

がら、ほとんど見えてきていない。会議に参加していても、川崎市が今

回の事件の原因がどこにあると考えているのかが私には最後までわか

らなかった。会議の中で、「川崎市モデル」を期待していると発言した

が、最終的には、総花的な対策になってしまったことはとても残念であ

る。 

 子どもを死に追いやってしまったおとなの責任の取り方はさまざま

である。今回川崎市は、自分たちが変わることによって、責任をとろう

としたはずである。不十分ながらも変わるということを宣言したのであ

れば、どう変わったのかを示し続ける必要がある。今後の定期的な自己

変革の報告を川崎市が行うことが、亡くなった子どもへの、今後受刑生

活が予想される子どもたちへの川崎市の責任である。 
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「こころの居場所」としての学校教育 

小林 正幸 

 本当に居心地がよいと感じられる場所があり、その場で「自分は自分

でいてよい」と思え、安全の中で安心感を味わうこと、これが、子ども

の育ちに必要な条件である。子どもの「こころの居場所」とは、そのよ

うな場であることが理想である。そして、多くの場合、家庭や学校がそ

の「こころの居場所」となっていると信じたい。 

しかし、家庭にせよ学校にせよ、その場からの離脱が起きることがあ

る。家庭からの離脱は、非行交遊や家出と呼ばれ、学校を回避すること

は不登校と呼ばれる。この世界、社会に自分の居場所がないと絶望した

ときに、子どもは自分の世界にひきこもる。そして、自死に至ることも

ある。これらは、子どもが「こころの居場所」を奪われた結果に他なら

ない。 

今回の悲しい事件を検証する中で、際立つのは、被害少年にせよ、加

害少年にせよ、「こころの居場所」を奪われ、それでもなお、人や場を

求めてやまない点であった。そして、「こころの居場所」を求める者同

士が出会う中で、今回の事件が不幸な形で発生した。 

 事件を防ぐ最初のターニングポイントは、学校の中で「こころの居場

所」が消えていく時点であったと思う。問題が際立つ手前で、いくつか

の予兆が見られていた。そのことに気づき、学校内の「こころの居場所」

を確かなものに作り直し、子ども同士の繋がりに眼差しを向け、子ども

と繋がり、子どもを支えるのは、学校の場でしかできない営為である。

子どもが物理的に居てよいとされる場は、通常、家庭、学校と病院以外

にはない。学校教育が「こころの居場所」となっていれば、今回の事件

は防ぐことができたはずなのである。 

それでも、不幸にして、学校の個々の場面のみならず、学校自体から

の離脱が起きることがある。そのときには、複数の教師で、その子ども、

保護者に付き添う。また、その子どもに合う「こころの居場所」に繋い

でいくこと、また、状況に応じてさまざまな手立てを周囲の専門機関に

求め、そのネットワークの中で子どもを包み込んでいくようにしていく

のである。 

子どもの示す問題行動は、子どものこころの悲鳴である。「こころの

居場所」が奪われることへの叫びに他ならない。問題が深刻化する前は、

その叫びは微かである。それを聞き分け、個別にかかわりながら、学級

や学校が、全ての子どもたちの「こころの居場所」となるための不断の

努力を願いたい。 
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多くの人の心に残した無念の思いに接して 

新倉 アキ子 

死亡した事件現場に多くの人が足を運び、花を添え、手を合わせて「ご

めんね。助けあげられなくて…」等のメッセージを残している。なぜこ

れほど多くの人がこの地に足をはこぶのであろうか。外部有識者会議開

催の前日、私はこの事件現場に知人とともに行き、その状況を目にした。

この事件の詳細は連日マスコミに取り上げられ、社会的な反響も大きか

った。亡くなった少年の事を思うと私は強い悲しみを覚える。なぜこの

ようなことになってしまったのか、再発させないためどうしたらよいの

かを会議を通して考えた。 

子どもを安心で、安全に生活させるということは大人に課せられた大

きな役割である。それは親や学校の先生のみでできる事ではない。しか

し、大人が関心を寄せ、関わる事が必要と思える場面に遭遇しても、関

係性がないと簡単に子どもに声を掛けることができない社会になって

いる。今回の被害少年についても近隣に住む多くの人は少年の変化にき

づき心配をしていた。しかし、それぞれの情報は集約されることもなく、

少年を守る事にもつながらなかった。このような事件を再発させないた

めにも私たち大人は今後どうあったらよいのかと考えてみたい。 

私たちは日常の生活の中で様々な人と関係を築いていくことの大切

さは知っている。しかし、今日の社会はお互いに干渉せず、日常のかか

わりは浅く、挨拶さえ交さなくなりつつある。このような社会変化が子

育ての中にも見られ、他者の家庭に立ち入る事はタブーになっている。

子どもが困って助けを求めても、手を差し伸べてくれる他人との出会い

は難しく、また、抱えている問題に立ち入っても一人で対応したり、一

つの機関だけでは処理できるほど単純な事柄でないこともある。かかわ

る大人の感受性が鈍感であると、問題をさらに深化させてしまう場合も

ある。子どもから発信された情報を関係者、関係機関が共有し、問題を

的確にとらえ、子どものニーズに沿った援助活動を行うことが必須であ

る。本音を出せない人間関係の中では居場所は作れない。人間同士の絆

を強くし、お互いに弱音を吐き、支えあう温かい社会を培っていくこと

が大切である。 
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子どものSOSをキャッチできるおとなになるために 

西野 博之 

家に帰らない・帰れない子どもたちに、この30年間、少なからず出会ってき

ました。「早く帰りなさい」は空しく響き、安心できる空間と人間関係を手に入

れられない子どもたちが、空腹を抱えながら、夜の闇の中をさまよい歩いてい

ます。誰かを悪者にしても、問題は解決しそうにありません。すれちがうおと

なたちから声もかけられず、姿が見えない透明人間のように扱われる子どもた

ち。「問題行動」の鎧を身にまとい、様々な「試し行動」でおとなにシグナルを

送っても、そのことの意味をキャッチすることができない鈍感なおとなたちに

よって、「事件」が生み出される土壌はつくられていきます。まずもって取りか

からなければならないことは、私たち子どものそばにいるおとなたちの感度を

上げること。子どものSOSをキャッチできるようなアンテナを立てられるおとな

になることなのではないでしょうか。子どもは辛ければ辛いほど、それを言葉

にはしません。言葉にならない思いを聴こう・受け止めようと子どもの傍にい

ること。正論を振りかざした「指導」をする前に、まずもって、困った時には

相談してみようと思える人として、子どもから「選ばれるおとな」に私たちが

なれているのかが問われているのだと思います。身近なおとなに自分の気持ち

をしっかり聴いてもらえたと思えた時に、子どもは初めて自分自身の「問題」

に向き合うことができるようになるのではないでしょうか。 

教員や子ども施設の職員をはじめ、子どもと関わるおとなは、まずそのため

のスキルを磨くとともに、子どもの居場所をつくるために必要なまなざしを手

に入れるための研修に力を注ぎたい。 

そのまなざしを持ったおとながいるところに、安心できる居場所が広がって

いきます。学校やこども文化センターの中に、子どもの居場所をつくる。会議

の席上でも提案しましたが、空き家などを使って、異年齢の子ども・若者や地

域のおとなたちがともにご飯をつくって食べられる「子ども食堂」を開いたり、

地域の公園をプレーパークにして、子どもが遊びを通しておとなと関わり、人

間関係を育むことができる居場所づくりが具体的に求められていると思います。 

最後に「川崎市子ども権利条例」の施行を目前に控えた2001年3月。その説明

集会で、条例策定にかかわった子ども委員会が次のような「子どもからおとな

へのメッセージ」を発表しました。今では『川崎市母子健康手帳』に掲載され

るようになったこの言葉を、いま一度私たちおとなは胸に刻み込む必要を感じ

ています。 

「まず、おとなが幸せにいてください。 

おとなが幸せじゃないのに、子どもだけ幸せにはなれません。 

おとなが幸せでないと、子どもに虐待とか体罰とかがおきます。 

条例に“子どもは愛情と理解をもって育まれる”とありますが、 

まず、家庭や学校、地域の中で、おとなが幸せでいてほしいのです。 

子どもはそういう中で、安心して生きることができます。」
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二度と事件を繰り返さないために

松原 康雄

 改めて被害児童 A さんのご冥福を祈りたい。

検証という作業は、事後に行われる性格から、事件発生自体を防ぐこ

とはできない。当時の各関係機関等の実践とスーパービジョンがその役

割を担っていたといえる。検証作業の役割は、再発予防と、同様のリス

クが認められる状況に対しての働きかけのあり方を明らかにすること

であり、この点で私が参画した外部有識者会議は役割を果たしたと考え

る。同様の事件が起きないように体制を組み、運用し、子どもとともに

歩んでいくことができるようにすることが大切である。だからこそ、子

どもにかかわった当事者にとってはかなりつらい検証もなされていく

のである。

今回の事件からも多くの課題が示唆された。特に、子どもが発信する

多様な SOS を受け止める場と、子どもとかかわるあらゆる現場での大人

の気づきが必要である。われわれの討議のなかでは、子どもの居場所の

重要性が共通して指摘された。この居場所は、決して一箇所ではなく複

数存在しているべきである。これらのなかでこそ、子どもの SOS は発信

される。この発信をうながす日常的な関係形成が重要であるし、SOS を

受け止めたおとなは抱え込まず、外部や関係機関施設の協力を得て対応

することも同様に重要である。連携の重要性も検証のなかでは指摘され

ている。市としての連携体制の構築とともに、区単位で連携を実現して

いく組織である要保護児童対策地域協議会の役割も重要である。とりわ

け、教育と福祉の連携は、子どもの生命、成長発達を保障するために必

須の課題であると言えよう。

再発防止について今ひとつ大切なポイントは、「事件」を風化させな

いことである。今回の事件を風化させないためには、指摘された改善課

題解決のロードマップを着実に歩み、点検していく作業が必要である。

何が改善されて、何が取り組み途中あるいは未達成なのかを定期的に公

表していくことを望みたい。子どもの権利を大切にしてきた川崎市とし

ての取り組みの継続と、市民レベルでの子どもへの高い関心や意識の継

承を願っている。子どもにとって住みやすい「まち」は、すべての地域

住民にとっても住みやすい「まち」である。
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安全文化の創出を

宮田 美恵子

大人中心の大人が忙しすぎる社会では、子どもはそれに合わせて暮ら

さざるを得ない。彼らの居場所やあそび場が現実から仮想空間であるイ

ンターネットや LINE といったコミュニケーションツールの中で展開さ

れるにようになり、ますます子どもの姿が見えにくくなっている。こう

した中で問題が生じた時、子どもの変化に気づき SOS を受け止めるには、

見えなくなっているものを視ようとする心の目が必要だ。

 この度の事件を受けて、多くの大人たちは被害少年の写真を見た時ハ

ッと気づかされた。これまであまりに無関心だったこと、子どもは大人

社会の中でどうしていたのかと振り返った。実際、被害少年も加害少年

もどちらも社会的な絆を断ち切られ、誰に引き止められることもなく、

踏み留まる力ももたず、非行の世界に押し出されて行ってしまった。生

命の危機を誰にも気づかれずに家庭や学校の隙間からすり抜けてしま

わないように、大人はそれぞれの立場で地域の子どもの絆になる必要が

ある。少し歩みを緩め、時に子どもの背丈に身をかがめ、子どもを目の

中に入れてほしい。各関係機関はより一層、感度を高めスキルを上げて

子どもを受け止める必要がある。

本来子どもは、安全と安心感が確保された環境の中でのびのびと子ど

も時代を過ごす権利を持っている。それを確かなものにするのは大人の

役目である。さらに言えば、それは家庭や学校に限らず、子どもに関わ

る地域団体に属し日々熱心に活動する方々だけでもなく、市民一人ひと

りが自発的に地域や子どもの安全のために見守りの目となって、皆と共

に暮らしていくこと。それが「安全安心のまちづくり」の本意である。

市は基礎となる仕組みづくりを行い、市民が継続しながら次代を育成す

るサイクルを創る安全文化の構築が必要だ。

 社会や大人が変わらなければ、子どもは変わりようもない。繰り返し

痛ましい事件が起こらないよう、検証で示唆された課題をふまえた川崎

市の安全文化の創出に期待したい。

 被害少年のご冥福を心よりお祈りすると共に、加害少年たちの更生を

願ってやまない。
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資料編 

主 な 経 過

【３月３日（火）】

・第１回庁内対策会議、第１回教育委員会事務局検証委員会の合同会議

開催

【３月３１日（火）】

・検証委員会中間取りまとめの公表

【４月１日（水）】

・専門委員の職設置

【４月３０日（木）】

・第１回外部有識者会議開催 

【５月１８日（月）】 

・検証委員会報告書の公表 

【５月２５日（月）】 

・第２回外部有識者会議 

【６月１１日（木）】 

・第３回外部有識者会議 

【６月１６日（火）】 

・庁内対策会議報告書中間取りまとめの公表 

【７月２２日（水）】 

・第４回外部有識者会議

【８月２５日（火）】

・庁内対策会議報告書公表
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外部有識者（専門委員）名簿 

（五十音順、敬称略）

氏 名 役職名等

１ 影山 秀人 弁護士（横浜弁護士会所属）

２ 後藤 弘子 千葉大学大学院専門法務研究科教授（刑事法）

３ 小林 正幸
東京学芸大学教育実践研究支援センター教授

（教育臨床心理学）

４ 新倉 アキ子 帝京大学客員准教授（対人コミュニケーション）

５ 西野 博之
特定非営利活動法人 フリースペースたまりば理事長

川崎市子ども夢パーク所長

６ 松原 康雄 明治学院大学教授・副学長（児童福祉論）

７ 宮田 美恵子
特定非営利活動法人 日本こどもの安全教育

総合研究所理事長


